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18,000006,0006,0006,000
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

1404
771人

人 1450
729

1400
700745

1390
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

タクシー助成対象者
タクシーチッケト発行者

評価対象外事業
障害者(児)タクシー利用助成事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

福祉課

伊予市障害者（児）タクシー利用助成事業実施要綱
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

中田 末明
所管課情報 担当課： 556

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 身体障害者手帳３級以上・療育手帳A・Ｂ・精神障害者手帳１・２級保持者

渡辺 悦子

タクシー券の利用促進を図るために、対象者全員に送付する申請案内に、代理申請の方法を明記した案内を
検討する。

高齢者世帯で交通手段がなく、代理申請が難しい世帯に4月からタクシー券が使えるように、郵便請求を検討
する。返送手段や受取確認の方法も含めて検討する。

対象障害者（児）（以下「障害者」という。）がタクシーを利用する場合に、予算の範囲内において、その料金の
一部を助成することにより、交通手段の確保と付添い介護に伴う負担の軽減を図り、障害者の社会参加と在
宅福祉の増進に寄与することを目的とする。事業の目的

該当者に対し、一人あたり年間24枚の助成券を交付する。助成券は一回の乗車につき一枚しか使用できな
い。一枚あたり、タクシーの初乗り運賃相当分を助成する。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
4,706
2,079
0

5,256
1,382
6,638 3,269

813
2,456 4,723

1,382
6,105

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

6,638

0.26
7,999
0

2,079
0
0
0
0

6,785 6,105

0.17
8,135
0

1,382
0

0
0

0
3,269
0
0
0
0

813
0

8,135
0.100.17

8,135
0

1,382
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

予算の範囲内で助成券を必要としている障害者に利用していただきたい。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 4
受益者負担の適正 4

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

交通手段のない高齢者や免許のない知的障害者にとって、通院等にかかる交通費の一部助成はとても
感謝されている。予算の範囲内ですこしでも助成券を必要としている障害者に利用してもらいたいため、
申請の利便性を図るため、郵送や代理申請を可能としたことを案内文書で明示したい。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

適切な周知を行い、より多くの対象者へのチケット交付と利用促進を図ることで、通院・通学などの面で支出増
になっている障害者の生活を支援できるため。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標27年度
050%50%50%

受益者負担の適正 3

0050.3%54.9%

成果指標
タクシーチケット発行率
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


